
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人長崎大学（法人番号3310005001777）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容

本学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国
立大学法人、国家公務員、類似事業を行っている独立行政法人の他、国・地方公共団体が
運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人2,595人）や教育・研究事業でおおよ
そ同規模と認められる、他国立大学法人を参考とし、学長の報酬月額を法人化以前より抑制
している。

(1)他国立大学法人･･･同じ規模の国立大学法人として千葉大学、新潟大学、金沢大学、
岡山大学、熊本大学をそれぞれ参考としている。（常勤職員数2,600～4,000人程度）
公表資料によれば、令和元年度の各大学の長の年間報酬額は
18,741～21,016千円（平均19,382千円）

(2)事務次官年間報酬（平成30年度）･･･23,374千円

業績給については、具体的な率を定める形ではなく、本学が定める役員給与規程において、

本給月額の額は経営協議会の議を経て、また、期末特別手当の額は役員ごとの業績に応じて

経営協議会の議を経て、これを変更できることとしている。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月
額については長崎大学役員給与規程に則り、本給月額1,035,000円に諸
手当（地域手当、通勤手当等）を加算して算出している。期末特別手当に
ついても長崎大学役員給与規程に則り、本給月額+地域手当+（本給月額+
地域手当）×100分の20+本給月額×100分の25の額（期末手当特別基礎
額）に、期別支給割合（6月期及び12月期100分の170）及びその者の在職
期間に応じた割合を乗じた額としている。
なお、令和2年度においては国家公務員の給与の改定に準拠し次のよう

な改定を行った。
○12月期の期別支給割合を100分の170から100分の167.5に引き下げた。

法人の長に準ずる。
本給月額は706,000円もしくは761,000円

法人の長に準ずる。

本給月額は292,000円 （非常勤役員手当として支給）
期末特別手当は支給しない

法人の長に準ずる。
本給月額は706,000円

法人の長に準ずる。

本給月額は292,000円 （非常勤役員手当として支給）
期末特別手当は支給しない。

1/14



２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,983 12,420 5,190 372 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,272 9,132 3,816
273
50

（地域手当）
(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,203 8,472 3,826
254
593
57

（地域手当）
(広域移動手

当)

（通勤手当）
◇

千円 千円 千円 千円

6,625 4,566 1,922 136 （地域手当） R2.9.30

千円 千円 千円 千円

13,387 9,132 3,816
273
85
80

（地域手当）
(通勤手当）

（一時金）
千円 千円 千円 千円

13,326 9,132 3,816
273
24
80

（地域手当）
(通勤手当）

（一時金）
千円 千円 千円 千円

13,246 9,132 3,816
273
24

（地域手当）
(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

6,609 4,566 1,894
136
12

（地域手当）
(通勤手当）

R2.10.1

千円 千円 千円 千円

3,504 3,504 0 0 （　　　　）

千円 千円 千円 千円

12,324 8,472 3,540
254
57

（地域手当）
(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,460 1,460 0 0 （　　　　） R2.8.31

千円 千円 千円 千円

2,044 2,044 0 0 （　　　　） R2.9.1

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合に記載。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

注３：総額、各内訳については千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計金額は必ずしも一致しない。

注４：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する常勤役員に支給しているものである。

注５：「広域異動手当」とは、人事交流により本学の常勤役員となった場合において、事業所間の距離

　　　及び住居と事業所との距離が60ｋｍ以上のとき、異動の日から３年間（5％～10％）支給される手当

　　　である。

A監事

C監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

法人の長

A理事

前職

H理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

G理事

C理事

B理事

F理事

E理事

D理事
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

長崎大学は、長崎に根づく伝統的文化を継承しつつ、豊かな心を育み、地
球の平和を支える科学を創造することによって、社会の調和的発展に貢献
することを理念としており、学長のリーダーシップの下に、10学部、7研究科、
2研究所及び大学病院を着実に発展させている。また学長が掲げたアクショ
ンプランに基づき、教育の改革として社会等のニーズに即応する人材を養成
するため学部入学定員の適正再配置、研究力の強化としてBSL-4施設を活
用した感染症研究拠点の形成、社会連携の推進として「長崎オープンイノ
ベーション拠点」を基盤とした産学官連携の積極的な展開、大学経営の改革
として多様な人材の執行部等への積極的登用による経営体制の強化を行っ
た。また新型コロナウイルス感染症に対する取組みとして蛍光LAMP法を用
いたウイルス検出方法を開発、PCR検体前処理自動化装置の開発、コスタ・
アトランチカ号での検査及び医療支援を行い、また学生本人の収入減に伴う
生活困窮学生に対する生活支援制度を導入した。
また令和２年１月より『地球の健康』のために貢献する大学を目指した「プラネ
タリーヘルス」を提唱し、学内外に理念の発信・長崎大学としての行動喚起
を行っている。

これらの取組を行う中で、本学の学長は、職員数約2,600人（非常勤等含ま
ず）の法人の代表として、大学における業務を統括し、経営責任者と教学責
任者としての職務を同時に担っている。

本学では、法人化前の国家公務員指定職俸給表を踏まえて学長の報酬
月額を定めている。学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化以前と同
等以上であるが、報酬月額については法人化以前より抑制している。また、
学長の報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬33,315千
円と比較して、その水準以下にある。事務次官の平成30年度の年間給与額
23,374千円と比べてもそれ以下となっている。

以上、上記学長の職務内容・職責及び民間企業、法人化以前の報酬水準
との比較を踏まえると、学長の報酬水準は妥当であると考えられる。

理事の報酬水準の検討にあたっては、法人規模が同等程度の他国立大

学法人（千葉大学、新潟大学、金沢大学、 岡山大学、熊本大学）を参考に、

国家公務員指定職俸給表を鑑み、また、学長に準じ抑制のうえ報酬水準を

決定している。

理事の報酬水準の検討にあたっては、法人規模が同等程度の他国立

大学法人（千葉大学、新潟大学、金沢大学、 岡山大学、熊本大学）を参

考に、国家公務員指定職俸給表を鑑み、報酬水準を決定している。
非常勤のため額については理事の報酬月額をもとに日給を算出し、

月の平均勤務日数を乗じたものを本給月額としている。

監事の報酬水準の検討にあたっては、理事と同様に法人規模が同等程
度の他国立大学法人を参考に、外部からの視点で大学の業務のすべてを
監査し、業務改善への意見を行うという職務の重要性から、理事と同様の
水準を決定している。

監事の報酬水準の検討にあたっては、理事と同様に法人規模が同等程
度の他国立大学法人を参考に、外部からの視点で大学の業務のすべてを
監査し、業務改善への意見を行うという職務の重要性から、理事と同様の水
準を決定している。

非常勤のため額については監事の報酬月額をもとに日給を算出し、 月

の平均勤務日数を乗じたものを本給月額としている。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であ
ると考える。

3/14



４　役員の退職手当の支給状況（令和２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事A

法人での在職期間

監事A
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし

法人の長

理事A
（非常勤）

理事A

法人の長

理事A

監事A
（非常勤）

理事A
（非常勤）

監事A

業績給については、具体的な率を定める形ではなく、本学が定める役員給与規程におい
て、本給月額の額は経営協議会の議を経て、また、期末特別手当の額は役員ごとの業績
に応じて経営協議会の議を経て、これを変更できることとしている。

該当なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和２年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

職員の勤務成績に応じて、賞与時期（6月・12月）における支給割合の増減を行うほか、昇給の
区分（号俸数）を決定する。また、昇格においても勤務成績に応じて昇格・降格を行う。

勤勉手当については6月1日及び12月1日の基準日において在職する職員に対し、基準日以前

6箇月間におけるその者の勤務成績に応じてそれぞれ支給割合を決定する。
昇給については1月1日に昇給期１年間の勤務成績に応じ「Ａ」（８号俸以上）から「Ｅ」（０号俸）

までの５段階で昇給をさせることができる。

昇格については勤務成績が良好で、かつ本学が定める基準を満たす者は上位の職務の級に

決定することができる。勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。

長崎大学職員給与規程に則り、本給、教員特殊業務給及び諸手当（管理職手当、初任給調
整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤
務手当、超過勤務手当、教員特殊業務割増手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員
特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、期末特別手当及び義務教育等教員特別手当）としてい
る。

期末手当については、本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当及び広域異
動手当の月額の合計（長崎大学職員給与規程第25条第2項第1号及び第2号の表に定める職
員にあってはそれぞれの表の区分に対応する加算率を乗じて得た額をそれぞれ加算した額）を
基礎として、100分の130（特定幹部職員は100分の110）を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の
期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については勤勉手当基礎額（本給の月額並びにこれに対する地域手当及び広域
異動手当の月額の合計額）に長崎大学期末手当、勤勉手当及び期末特別手当支給細則に基
づいた勤勉手当の成績率等の決定基準により定める割合を乗じ、さらに基準日以前６箇月以
内の期間におけるその者在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和２年度においては国家公務員の給与の改定を参考として、本学も同様に次のよう

な改定を行った。

・１２月期末手当の支給月数を0.025月引き下げた。令和３年度は期末手当の支給月数を0.05

月引き下げる。

・令和2年４月１日からの改定として、住居手当の支給対象となる家賃額の下限を4,000円引き上

げるとともに手当額の上限を1,000円引き上げた。

国から運営費交付金が措置されていることから、国家公務員の給与水準を十分考慮し、社会一
般の情勢に適合した適性な給与水準とすることとしている。

給与水準を検討するにあたっては、他の国立大学法人、国家公務員を参考にした。

他国立大学法人は本学と同程度の法人規模の大学（2,600～4,000人）であり、教育・研究の事

業内容も類似する大学を参考としている。
国家公務員・・・令和２年国家公務員給与実態調査において行政職俸給表（一）適用職員の平

均給与月額は408,868円となっており、全国家公務員の給与月額は416,203円となっている。

なお、本学の主な職種における対国家公務員指数は次のとおりである。

事務・技術職員：83.6、医療職員（病院看護師）96.7、教育職員（大学教員）88.2
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

2315 42.6 6,369 4,657 50 1,712
人 歳 千円 千円 千円 千円

444 42.2 5,540 4,064 71 1,476
人 歳 千円 千円 千円 千円

852 49.2 8,200 5,946 44 2,254
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

696 36.9 5,036 3,714 45 1,322
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 42.9 6,948 5,045 0 1,903
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 40.0 5,440 3,963 0 1,477
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 44.2 7,444 5,464 114 1,980
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 40.3 6,679 4,928 50 1,751
人 歳 千円 千円 千円 千円

221 36.5 5,018 3,724 42 1,294
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

31 45.1 8,562 8,562 47 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 45.1 8,562 8,562 47 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 51.5 11,772 10,035 0 1,737

人 歳 千円 千円 千円 千円

28 62.8 3,422 2,870 76 552
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 62.8 3,508 2,937 79 571
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62.5 3,160 2,668 84 492
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.5 3,406 2,852 45 554

人員

医療職種
（病院看護師）

在外職員

うち賞与

事務・技術

事務・技術

教育職種
（大学教員）

区分

海事職種

海技職種

医療職種
（病院医師）

教育職種
（大学教員）

再任用職員

その他医療職種

その他

うち所定内

医療職種
（病院医師）

平均年齢
令和2年度の年間給与額（平均）

常勤職員

常勤職員（年俸制）

総額

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

海技職種

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

151 43.2 3,364 2,592 71 772
人 歳 千円 千円 千円 千円

102 45.2 3,334 2,448 82 886
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 33.5 2,834 2,834 24 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 45.1 3,755 2,779 82 976
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 42.8 4,002 2,917 45 1,085
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 39.5 5,505 4,030 47 1,475

注１：　【常勤職員】【常勤職員（年俸制）】には、【在外職員】及び【再任用職員】を含まない。
注２：　「教育職種（大学教員）」には、診療行為を行う教育職員を含む。
注３：　「技能・労務職種」とは、実験助手、調理師、守衛等の業務を行う職種をいう。
注４：　「海事職種」とは、船舶の船長、機関長、一等航海士等の業務を行う職種をいう。
注５：　「海技職種」とは、船舶の甲板長、操機長、司厨長等の業務を行う職種をいう。
注６：　「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員をいう。
注７：　「教育職種（附属義務教育学校教員）」とは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校の教員をいう。　
注８：　【常勤職員】の「その他医療職種」は病院以外に勤務する保健師を、「その他」は戦略職員をいう。
注９：　【非常勤職員】の「その他」は特任研究員をいう。
注１０：　【常勤職員】の「その他医療職種」及び「その他」、【再任用職員】の「海技職種」及び

　　　「教育職種（附属高校教員）」、については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が
　　　特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員、再任用職員それぞれの
　　　全体の数値からも除外している。

【任期付職員（年俸制適用者）】

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 53.0 9,575 9,575 4 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 53.0 9,575 9,575 4 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

注１：　【任期職員（年俸制適用者）】の「その他」とは、戦略職員をいう。
注２：　「その他」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること

　　から、区分以外は記載せず、全体の数値からも除外している。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

任期付職員（年俸制）

その他

教育職種
（大学教員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

その他

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）
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②

注1：　①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：　｢四分位｣とは、ばらつきの度合を示す指標である。
　　　　｢第1四分位｣とは、年齢別の年間給与額を小さい順に並べたときの小さい方から25%目の額、｢第3四分位｣とは、
　　　　小さい方から75%目の額とする。

注3：　年齢２０～２３歳の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　　年間給与については表示していない。

注１：　年齢20～27歳の該当者はいないため、年間給与に関する折れ線は表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 8 57.8 8,715

次長 1

課長 30 54.0 7,936

課長補佐 40 52.2 6,829

係長 131 45.4 5,931

主任 101 40.9 5,161

係員 133 33.3 4,057

注：次長は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 240 57.0 10,150

准教授 257 48.5 8,143

講師 62 49.7 7,854

助教 291 43.3 6,603

助手 1

教務職員 1

注：助手及び教務職員は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

千円

10,347～7,947

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

9,586～6,733

8,220～6,112

7,292～4,688

6,879～3,850

5,698～3,019

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

12,718～7,486

9,830～6,532

9,245～6,551

7,732～5,232
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（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

　
　 看護部長 1

副看護部長 5 54.1 7,901

看護師長 32 52.7 6,752

副看護師長 77 47.5 6,108

看護師 581 34.4 4,714

注：看護部長は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び

　　年間給与額は表示していない。

④

○事務・技術職員

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

57.7 56.3 57.0
％ ％ ％

42.3 43.7 43.0
％ ％ ％

         最高～最低 50.2～39.1 53.7～39.6 52.0～39.4
％ ％ ％

57.8 57.4 57.6
％ ％ ％

42.2 42.6 42.4
％ ％ ％

         最高～最低 50.2～37.7 50.7～37.3 50.4～38.0

○教育職員（大学教員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.6 53.9 54.3
％ ％ ％

45.4 46.1 45.7
％ ％ ％

         最高～最低 57.2～39.5 57.8～40.4 57.5～40.4
％ ％ ％

58.1 57.7 57.9
％ ％ ％

41.9 42.3 42.1
％ ％ ％

         最高～最低 53.3～38.2 53.8～38.7 52.1～38.5

○医療職員（病院看護師）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51.5 51.0 51.3
％ ％ ％

48.5 49.0 48.7
％ ％ ％

         最高～最低 50.5～46.8 54.0～45.0 52.3～46.9
％ ％ ％

57.7 57.1 57.4
％ ％ ％

42.3 42.9 42.6
％ ％ ％

         最高～最低 48.5～37.6 49.0～38.1 48.8～37.8

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

8,504～7,644

7,802～5,694

7,151～4,859

6,596～3,465

賞与（令和２年度）における査定部分の比率
（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分(勤勉相
当)（平均）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分(勤勉相
当)（平均）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分(勤勉相
当)（平均）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分(勤勉相
当)（平均）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分(勤勉相
当)（平均）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分(勤勉相
当)（平均）
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

８３．６

９１．４

８３．４

９１．３

９５．６

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　
・年齢・地域勘案
・年齢・学歴勘案
・年齢・地域・学歴勘案
（参考）対他法人　

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める財政支出の割合　32.2%】
（国からの財政支出額　22,517百万円、支出予算の総額　69,930百万
円：令和２年度予算）
【累積欠損額　なし】
【管理職の割合　8.8%（常勤職員数444人中39人）】
【大卒以上の高学歴者の割合　69.8%（常勤職員数444人中310人）】

（法人の検証結果）
本学における令和２年度予算の国からの財政支出額は約225億円とな
り、ガイドラインによる国の財政支出規模の大きい法人（支出額100億
円以上）に該当することとなるが、累積欠損がないこと、管理職の割合
（国における行政職（一）６級以上の割合16.6%）は低く、本学の規模
（10学部、7研究科、2研究所及び大学病院）、対国家公務員指数及び
他国立大学法人指数が100未満である等を勘案した結果、給与水準
は適切と思われる。

講ずる措置
 国家公務員の給与水準を考慮し、社会一般の情勢に適合した適正な
給与水準の維持に努める。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従
業員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められ
ており、国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及
び妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行
政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び他の国立大学法人の給与等を
総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人にお
ける給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると
考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。
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○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案　　　　 ９６．７

・年齢・地域勘案 ９８．３

・年齢・学歴勘案 ９３．８

・年齢・地域・学歴勘案 ９７．７

（参考）対他法人 ９７．５

○教育職員(大学教員)と国家公務員との給与水準の比較指標　８８．２

注：上記比較指標は、法人化前の教育職(一)と行政職(一)の年収比率を基礎に、令和２年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した数字である。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める財政支出の割合　32.2%】
（国からの財政支出額　22,517百万円、支出予算の総額　69,930百万
円：令和２年度予算）
【累積欠損額　なし】
【管理職の割合　0.9%（常勤職員数696人中6人）】
【大卒以上の高学歴者の割合　51.0%（常勤職員数696人中355人）】

【検証結果】
（法人の検証結果）
本学における令和２年度予算の国からの財政支出額は約225億円とな
り、ガイドラインによる国の財政支出規模の大きい法人（支出額100億
円以上）に該当することとなるが、累積欠損がないこと、管理職の割合
（国における医療職（三）５級以上の割合0.76%）は国と大きく違わず、
本学の規模（10学部、7研究科、2研究所及び大学病院）、対国家公務
員指数及び他国立大学法人指数が100未満である等を勘案した結
果、給与水準は適切と思われる。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従
業員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められ
ており、国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及
び妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行
政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び他の国立大学法人の給与等を
総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人にお
ける給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると
考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

講ずる措置
 国家公務員の給与水準を考慮し、社会一般の情勢に適合した適正な
給与水準の維持に努める。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（扶養親族がいない場合）

【事務・技術職員】

○ ２２歳（大卒初任給）

月額 １８２，２００円 年間給与 ２，９８６，０００円

○ ３５歳（係長・主査）

月額 ２８３，７００円 年間給与 ４，８５３，０００円

○ ５０歳（班長・課長補佐）

月額 ３７３，８００円 年間給与 ６，４７２，０００円

【教育職員（大学教員）】

○ ２７歳（博士課程修了）
月額 ４１６，０００円 年間給与 ４，９９２，０００円

○ ３５歳（講師）
月額 ５１２，７００円 年間給与 ６，１５２，０００円

○ ５０歳（准教授）
月額 ６５０，７００円 年間給与 ７，８０８，０００円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者６，５００円、子一人につき１０，０００円）を
支給。
※事務・技術職員の２２歳及び教育職員の２７歳の年間給与には地域手当は入っていない。

職員の勤務成績に応じて、賞与時期（6月・12月）における支給割合の増減を行うほか、昇給の区
分（号俸数）を決定する。また、昇格においても勤務成績に応じて昇格・降格を行う。

勤勉手当については6月1日及び12月1日の基準日において在職する職員に対し、基準日以前6

箇月間におけるその者の勤務成績に応じてそれぞれ支給割合を決定する。
昇給については1月1日に昇給期１年間の勤務成績に応じ「Ａ」（８号俸以上）から「Ｅ」（０号俸）まで

の５段階で昇給をさせることができる。
昇格については勤務成績が良好で、かつ本学が定める基準を満たす者は上位の職務の級に決

定することができる。勤務成績が不良な場合は、下位の級に決定することができる。
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注2：｢退職手当支給額｣欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

注3：｢非常勤役職員等給与｣においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用されている職員に係る費用

　　　及び人材派遣契約に係る費用等を含み、法定福利厚生費を除いているため、財務諸表附属明細書の「17役員

　　　及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

区　　分

給与、報酬等支給総額
14,281,879 14,235,475 14,240,732 14,323,064 14,307,551

退職手当支給額
1,295,732 1,202,547 1,243,944 950,714 1,360,525

非常勤役職員等給与
9,526,310 9,441,376 9,592,256 9,968,272 10,337,847

3,313,955 3,335,262 3,442,433 3,542,371 3,575,795

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
28,417,876 28,214,660 28,519,365 28,784,421 29,581,718

福利厚生費

特になし。

総人件費の増減要因

①給与、俸給等支給総額
国家公務員の給与の改定を参考として、期末手当支給月数を１２月期０．０２５月引き下げたこと。また、新

型コロナウイルス感染症対応従事者一時金の支給及びコロナ感染症防疫等作業手当を設けたことな
どにより給与支給額が令和元年度に比べ0.1％減（15,513千円減）となった。

②退職手当支給額
令和２年度と令和元年度の退職者総数に変動があり、令和元年度より勤務年数が長い定年退職者

及び任期満了退職者が増えたことなどから、令和元度に比べ43.1％増（409,811千円）となった。

③非常勤役職員等給与
国家公務員の給与の改定を参考として期末手当の額を引き下げた。また運営費交付金によらない

職員（有期雇用職員等）やパートタイマー・フルタイマー等の雇用増加により、令和元年度に比べ
3.7％増（369,575千円）となった。

④福利厚生費

共済組合の子ども・子育て拠出金率の保険料率等があがったことによる福利厚生費の増及び職員

数の増により、令和元年度に比べ0.9％増（33,424千円）となった。
⑤最広義人件費

上記①～④の理由により、令和元年度に比べ2.8%増（797,297千円）となった。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、平成30年1
月1日から以下の措置を講ずることとした。
・役員に関する講じた措置の概要：退職手当の額は、役員としての在職期間１月につき、退職の日に
おけるその者の本給月額に100分の12.5を乗じて得た額に乗じる調整率を100分の87から83.7に改訂
した。
・職員に関する講じた措置の概要：退職日本給月額に勤続期間・退職理由別支給率を乗じて得た額
に乗じる調整率を100分の87から83.7に改訂した。また、退職手当の基本額を算定基礎としている職
員の調整額について当分の間、基本額の100分の8に相当する額を100分の8.3に相当する額に改訂
した。
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